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特集 オープンイノベーション

要　約

1 昨今、ベンチャー企業の成長エコシステムが形成されつつあることに加え、大企業側で
はオープンイノベーションの機運が高まっている。このことから、大企業が新規事業や
新サービスを開発する際に、「ベンチャー企業とのオープンイノベーション」という方
法を選択するケースが急速に増加している。

2 オープンイノベーションによる事業化を阻害する代表的な問題（トラップ）として、「ベ
ンチャー企業の評価ができない」「ベンチャー企業のキャッシュスタンスが分からない」
という2つが存在する。

3 ベンチャー企業とのオープンイノベーションを推進する上で、トラップの回避の際に重
要な鍵を握るのがベンチャーキャピタルである。ベンチャーキャピタルは、今後成長し
ていくであろうベンチャー企業の「目利き」であり、またベンチャー企業が成長してい
く上で必要不可欠なパートナーであるため、ベンチャー企業とのオープンイノベーショ
ンの際に巻き込むことが有効となる。

4 ベンチャー企業とのオープンイノベーションにおける事業化検討において、「ベンチャ
ー企業の評価にベンチャーキャピタルの声を取り入れる」「共同事業化検討の議論にベ
ンチャーキャピタルに加わってもらう」ことで、前述の 2大トラップを解消し、事業化
検討を前に進めることが可能となる。

Ⅰ　ベンチャー企業とのオープンイノベーション
Ⅱ　事業化検討で陥りやすい 2つの問題
Ⅲ　ベンチャー企業とベンチャーキャピタル
Ⅳ　ベンチャーキャピタルを活用した問題の解決策

C O N T E N T S

徳重  剛

オープンイノベーションにおける
ベンチャーキャピタルの存在
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Ⅰ	ベンチャー企業との
	 オープンイノベーション

昨今、国内に優れた技術シーズやビジネス
シーズを保有するベンチャー企業が多く生ま
れ、またそれらのベンチャー企業の資金調達
環境が大幅に整備されたことから、国内のベ
ンチャー企業の成長エコシステムが形成され
つつあるといえる。

また、昨今では、多くの企業において「オ
ープンイノベーション」を推進する機運が急
速に高まっている。そもそもオープンイノベ
ーションとは、カリフォルニア大学バークレ
ー校のヘンリー・チェスブロウ氏によって提
唱された概念で、イノベーションを起こすた
めに企業は社内資源のみに頼るのではなく、
大学や他企業との連携を積極的に活用するも
のである。従来、企業は自社の中だけで研究
者を囲い込み研究開発を行ってきた。こうし
たクローズドイノベーションの研究開発は、
競争環境の激化、イノベーションの不確実
性、研究開発費の高騰、株主から求められる
短期的成果などから困難になってきた背景が
ある。そのため大学や他社から技術ライセン
スを受けたり、外部から広くアイデアを募集
するなど、社外との連携を積極活用するオー
プンイノベーションを選択する企業が増えて

いる。
たとえば、大和ハウス工業株式会社と介

護・福祉用自立支援ロボットスーツ「HAL」
の研究・開発を手掛けているサイバーダイン
株式会社の例がこれに当たる。大和ハウス工
業はサイバーダインと、住宅や介護・福祉施
設、スポーツ施設でのロボットスーツの活用
について業務提携、のちにロボット事業にお
ける総代理店契約を締結、大和ハウス工業が
保有する経営資源（住宅、商業施設、介護・
福祉施設の建設事業をはじめ、リゾート・ス
ポーツ施設事業など）などをサイバーダイン
のロボット技術と組み合わせ、ロボットスー
ツ「HAL」の市場への供給体制の整備を図
った。

さて、このようなオープンイノベーション
を推進するためのパターン、プロセスは、企
業によってさまざまであるが、大きく「 1  
組織先行型」「 2  技術シーズ先行型」「 3  エ
コシステム指向型」の 3 つのパターンに整理
され、パターンごとにベンチャー企業の位置
付けが少しずつ異なる。以下、各パターンに
ついて説明する（図 1 ）。

1 組織先行型
組織先行型とは、オープンイノベーション

を推進するための主体的実行組織（イノベー

図1　イノベーションのプロセスと各パターン

構想フェーズ 事業化フェーズ

イノベーション
人材育成

アイデア
発想

コンセプト・
ターゲット
領域策定

ビジネス
モデル案
策定

事業計画
策定 ファイナンス サービスイン

1  組織先行型

2  技術シーズ先行型

3  エコシステム指向型



24 知的資産創造／2016年6月号

ケイパビリティを精査してから、補完機能と
してのベンチャー企業とのアライアンスを検
討するため、アライアンス候補となるベンチ
ャー企業のリスティングは比較的遅いタイミ
ングとなる。

3 エコシステム指向型
エコシステム指向型とは、イノベーション

人材の育成などの自社内エコシステム構築を
優先的に着手するケースを指す。特にオープ
ンイノベーションは「一過性ではない、継続
的な活動として自社内エコシステムにインス
トールすべき」という考えが強い場合、この
ケースをとる。プロセスとしては、イノベー
ション人材育成から丁寧に構想フェーズ、事
業化フェーズに至るまで、すべてのプロセス
を経由していく。
「エコシステム指向型」は組織への仕組みの
定着という面で利点がある一方で、事業化実
現までのスピード感がやや鈍るケースが存在
する。また、ベンチャー企業とのアライアン
スは具体的な事業化を検討するための手段と
位置付けられるので、アライアンス候補とな
るベンチャー企業のリスティングはかなり遅
いタイミングとなる。

ベンチャーエコシステム形成に加え、オー
プンイノベーションの機運が高まってきたこ
とに伴い、大企業が新規事業・新サービスを
開発する際に「ベンチャー企業とのオープン
イノベーション」という方法を選択するケー
スが急速に増加している。前述した大和ハウ
ス工業とサイバーダインのケースは、この典
型例でもある。

オープンイノベーションでは、どのパター

ション推進部、新規事業開発部、アライアン
ス推進部など）を設置したものの、新規事
業・サービス開発の対象領域がはっきりしな
いケースを指す。最近の特徴として、この

「組織先行型」が最も多い。プロセスとして
は、組織は決まっているので、新規事業・サ
ービス開発のためのアイデア発想から始ま
り、コンセプト、ビジネスモデルを策定し、
事業化フェーズに進んでいく。
「組織先行型」は、オープンイノベーション
の主体的実行組織が明確なので、推進力がつ
きやすいという利点がある一方で、新規事
業・サービス開発の対象領域の絞り込みに苦
労しているケースが散見される。また外部と
のアライアンスありきのアプローチ方法なの
で、比較的早いタイミングでアライアンス候
補となるベンチャー企業のリスティングを行
うことが多い。

2 技術シーズ先行型
技術シーズ先行型とは、自社の技術シーズ

ありきで新規事業・サービス開発を実施し、
事業化のために、自社では賄えない機能をベ
ンチャー企業などとのオープンイノベーショ
ンにより補完するケースを指す。従来型の国
内製造業は「技術シーズ先行型」が多い。プ
ロセスとしては、特定の技術シーズをベース
に検討を進めるので、ターゲット領域の策定
から始まり、ビジネスモデルを策定し、事業
化フェーズに進んでいく。
「技術シーズ先行型」は、対象領域の絞り込
みが比較的容易であるという利点がある一
方、検討範囲が小さくまとまったり、アライ
アンス候補が限定的になってしまったりする
ケースが懸念される。また事業化領域や社内
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ベンチャー企業を活用してオープンイノベ
ーションを推進しようとする大企業などにお
いては、まず、このトラップの存在を認知す
るとともに、問題の構造を把握しておくこと
が望ましい。

1 ベンチャー企業の評価ができない
昨今のベンチャーブームで、大企業とベン

チャー企業のマッチングイベントは盛んに行
われており、大企業にとってはこれらのイベ
ントの「場」が、ベンチャー企業のソーシン
グの「場」となっている（表 1 ）。イベント
のオープンミートアップの中で、大企業とベ
ンチャー企業が名刺交換をし、互いに興味を
持ち、次回の面談アポイントメントを取り付
ける、これが典型的なベンチャー企業のソー
シングである。

仮に双方による協業検討が順調に進み、大
企業側で社内決裁をとるときに必ずハードル
となるのが「そのベンチャー企業以外にもっ
といいベンチャー企業はないのか」「そのベ
ンチャー企業との協業リスクは大丈夫か」で
ある。オープンイノベーション推進担当者は

「ベンチャー企業の評価ができない」という

ンでも、ベンチャー企業が関与しうるが、大
企業においては、パターンごとの利点と注意
事項や、各社の業種、組織の特徴、その他事
業環境などを勘案しながら、「ベンチャー企
業をどのようにイノベーションに取り込むか」
について柔軟に選択すべきと考える。

Ⅱ	事業化検討で陥りやすい
	 2 つの問題

第Ⅰ章で述べたように、オープンイノベー
ションを推進する際には、ベンチャー企業の
活用が必要不可欠である。しかしながら、ベ
ンチャー企業を活用するシーンはこれまで限
定的であったため、実際には大小さまざまな
問題（トラップ）が顕在化している。とりわ
け事業化を阻害する代表的なトラップとし
て、「 1  ベンチャー企業の評価ができない」

「 2  ベンチャー企業のキャッシュスタンスが
分からない」という 2 つが存在する。ベンチ
ャー企業とのオープンイノベーションの取り
組みの経験値がない、もしくは少ない企業で
は、この 2 つのトラップに陥る可能性が高
い。

表1　代表的な大企業とベンチャー企業のマッチングイベント

トーマツベンチャーサミット
（トーマツベンチャーサポート）

完全招待制による大企業新規事業担当者・経営企画担当者とベンチャー企
業経営者とのマッチングイベント

Morning Pitch
（トーマツベンチャーサポート、野村證券）

毎週1回朝7時からのベンチャー企業による大企業向けプレゼンテーショ
ン。毎週テーマを設定、テーマに合うベンチャーが登壇

TOKYO Innovation Leaders Summit
（プロジェクトニッポン）

大手企業とベンチャー企業の国内最大級のマッチングイベント。1日で
1,800件以上の商談を実施

Connect!
（東京ニュービジネス協議会）

大手企業とベンチャーキャピタル、ベンチャー企業の3者の交流を促し、
業務提携、資本提携、M&Aなど連携のきっかけを作るイベント

サムライベンチャーサミット
（サムライインキュベート）

100社を超えるスタートアップ、インキュベーター、ベンチャーキャピタ
リスト、メディア、大企業が一同に集まる国内最大級のカンファレンス

ベンチャープラザ
（中小企業基盤整備機構）

ベンチャー企業が、ベンチャーキャピタルや投資家、大企業などに対して
ビジネスプランを発表。個別商談コーナーあり
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ンス状況によって「キャッシュスタンス」が
時々刻々と変化するものであること、そして
協業検討をしているベンチャー企業は今、ど
のようなキャッシュスタンスなのかを、オー
プンイノベーション推進担当者は理解する必
要がある。

Ⅲ	ベンチャー企業と
	 ベンチャーキャピタル

ベンチャー企業を活用したオープンイノベ
ーションを推進する上で、前述の 2 つのトラ
ップを回避することが喫緊の課題であるが、
その重要な鍵を握るのがベンチャーキャピタ
ルであると、筆者は考えている。

ベンチャー企業は、成長とともにベンチャ
ーキャピタルとさまざまな強いリレーション
を持つようになる。それは資金調達にとどま
らず、経営理念・ビジネスモデルのディスカ
ッションパートナー、事業計画作成の支援、
マーケティングやチャネル開拓支援、経営チ
ーム組成支援、資本政策助言など、その支援
カテゴリは極めて多岐にわたる。以下、ベン
チャーキャピタルによる支援がベンチャービ
ジネスに大きな影響を与える、というデータ
を紹介する。

経済産業省は、2012年度から、ベンチャー
キャピタル等支援者によるベンチャー企業の
支援のモデル実証事業として、「新事業創出
のための目利き・支援人材育成等事業」（以
下「目利き事業」）を実施している。目利き
事業は図 2 の通り、ベンチャー企業（起業
家）に対し、ベンチャーキャピタル等支援者
がハンズオン支援を実施し、そのプロセス、
ノウハウの共有や形式知化を行うものであ

トラップに陥ってしまうのである。
社内説得に時間を取られている間に、ベン

チャー企業との協業検討や事業化検討を少し
でも前に進めたいと考えるのが、オープンイ
ノベーション推進担当者の立場ではあるが、
一方で大企業では、一定の社内ルールに則っ
た社内決裁をクリアしていくことが、事業化
を実現するためには必要不可欠な手続きとな
る。オープンイノベーション推進担当者にと
って、社内決裁をクリアするための「ベンチ
ャー企業の評価」は避けては通れないプロセ
スといえる。

2 ベンチャー企業の
 キャッシュスタンスが分からない

ベンチャー企業との協業検討を進める中
で、次に陥るトラップが「ベンチャー企業の
キャッシュスタンスが分からない」というこ
とである。一般的にベンチャー企業は大企業
に比べて資金が潤沢ではなく、常にキャッシ
ュフローを強く意識した経営を行っているの
で、協業検討の中の実証実験などで、ベンチ
ャー企業に対し、過度な資金負担を求めては
いけないことは容易に想像できるだろう。

一方で前述の通り、ベンチャー企業の資金
調達環境は大幅に改善されており、大型の資
金調達を実現するベンチャー企業も少なくな
い。これらのベンチャー企業は、キャッシュ
フローを意識しないわけではないが、目先の
売り上げ、キャッシュインよりもユーザー獲
得やインフラ獲得が最優先課題であるケース
が多々ある。売上、キャッシュ以外のKPI

（重要業績評価指標）達成を投資家から要請
されていることによるものである。

ベンチャー企業は資金繰り状況、ファイナ
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いと考えた）。
図 3 の通り、本実証事業の採択ベンチャー

66社のうち、50社が採択後、つまりベンチャ
ーキャピタル等支援者によるハンズオン支援
を受けた後に資金調達に成功しており、うち
16社は 1 億円以上の大型資金調達に成功して
いる。一方、不採択ベンチャー120社のう

る。ベンチャーキャピタル等支援者は、本実
証事業の中でハンズオン支援を行うベンチャ
ー企業を選定（目利き）することにより、ベ
ンチャー企業とのマッチングが図られる。

野村総合研究所（NRI）は、経済産業省か
ら同事業を受託し、①本実証事業で採択さ
れ、ベンチャーキャピタル等支援者のハンズ
オン支援を受けたベンチャー企業（採択ベン
チャー）と、②本実証事業で不採択となり、
少なくとも目利き事業の範囲ではベンチャー
キャピタル等支援者の支援を受けることがで
きなかったベンチャー企業（不採択ベンチャ
ー）のそれぞれの成長実態について比較を行
った。目利き事業ではシードステージのベン
チャー企業を対象としているので、成長の指
標として、本事業採否決定時以降の資金調達
額を採用した（シードステージベンチャー企
業は、売上や営業利益などの一般的な財務指
標は、企業の成長との指標として適正ではな

図3　目利き事業の採択ベンチャー・不採択ベンチャーの資金調達状況
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図2　「新事業創出のための目利き・支援人材育成等事業」の構造

新事業創出支援者会議「親委員会」

ベンチャーキャピタル、ベンチャー企業、大企業、
公的支援機関、弁護士、会計士　ら

〈実施方針の検討、政策課題の整理　など〉

支援人材ワーキンググループ

ベンチャーキャピタリスト、インキュベーター　ら
〈ハンズオン支援、支援手法・ノウハウの横展開〉

起業家
（例：大企業からの

スピンオフ）

支援人材による徹底した
ハンズオン支援

起業家
（例：大学発ベンチャー）

起業家
（例：ビジネスプラン
コンテスト入賞案件）

起業家
（例：女性の起業）

【既存組織（企業・大学・研究機関）】
組織の壁（労働管理・企業秘密・事業化ノウハウの

不足など）の中で眠るシーズ

【若者・女性ら】
社会の壁（ネットワーク・機会など）に

阻まれるシーズ

出所）経済産業省「新事業創出のための目利き・支援人材育成等事業」2012、2013年
度データより集計）
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の目利き能力に長けている」ことから、ベン
チャーキャピタルの声は、社内説得の際の強
力な客観的材料になる。

ある大手企業（通信）の事例を紹介する。
同社では、ベンチャー企業とのアライアンス
を前提に、いくつかのベンチャー企業との協
業模索のための議論を進めていた。アライア
ンス推進担当者は、経営層に対し活動の中間
報告を行ったところ、「なぜ、そのベンチャ
ー企業とアライアンスを検討しているのか」
と問われた。担当者は自社内で整理したベン
チャー企業のスクリーニングロジック（領
域、ベンチャー企業のステージ、同業他社と
のカニバリゼーションなど）について説明し
たが、経営層からは「そのベンチャー企業を
有識者に評価してもらい、その結果を反映す
べきではないか」と課題を突きつけられるこ
ととなった。

担当者は、なんとか社内を説得するため
に、そのベンチャー企業と現時点で資本関係
がないベンチャーキャピタリストに依頼をし
て、ベンチャー企業の客観的評価をしてもら
った。評価結果は、事業の成長性、自社との
事業親和性ともに極めて良いものであり、ベ
ンチャーキャピタルによる評価結果を経営層
に再度説明したところ、協業を進めることに
ついての決裁をとることができた。

2 共同事業化検討の議論に
 ベンチャーキャピタルに
 加わってもらう

ベンチャー企業との協業検討を行う際に
「ベンチャー企業のキャッシュスタンスが分
からない」ことにより、コミュニケーション
ミスが発生するケースがよくあるが、これら

ち、不採択決定後、資金調達に成功したベン
チャー企業は24社となっており、うち 1 億円
以上の大型資金調達に成功したベンチャー企
業は 7 社にとどまっている。

このことから、ベンチャーキャピタル等支
援者は「今後成長するベンチャー企業に対す
る目利き能力に長けている」「ハンズオン支
援を通じて、ベンチャー企業の成長を支援す
る能力に長けている」という 2 つの仮説を傍
証することができる。

Ⅳ	ベンチャーキャピタルを
	 活用した問題の解決策

ベンチャーキャピタルが有する「今後成長
するベンチャー企業に対する目利き能力に長
けている」「ハンズオン支援を通じて、ベン
チャー企業の成長を支援する能力に長けてい
る」といった特徴は、ベンチャー企業とのオ
ープンイノベーションによる事業化検討の
際、トラップに対する解決策を検討・実行す
る上で極めて有効な要素となる。

1 ベンチャー企業の評価に
 ベンチャーキャピタルの声を
 取り入れる

ベンチャー企業との協業検討の際、社内決
裁をクリアするための「ベンチャー企業の評
価」は不可避であるが、その際にベンチャー
キャピタルの声を取り入れることが有効であ
ると考える。ベンチャーキャピタルはさまざ
まなベンチャー企業を見てきており、「ベン
チャー企業に関する総合的な相場観を有して
いる有識者である」こと、そして、前章で確
認した通り、「今後成長するベンチャー企業
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も、無償提供でも構わないのでユーザー数を
少しでも増やして、サービスの精度の早期向
上を求められていた。大企業側がこのことを
知るのは、このベンチャーキャピタルを含め
てベンチャー企業との協業検討ミーティング
をしたときだった。その後、相互のビジネス
モデルを擦り合わせるために、相当な時間と
労力を費やすこととなった。

事業化検討の議論の際にベンチャーキャピ
タルを巻き込み、活用することで、このよう
なコミュニケーションミスを回避でき、その
結果、事業化検討を円滑に前に進め、事業化
実現の可能性を高めることが期待できる。

NRIでは、国内トップレベルのベンチャー
キャピタルとのネットワークを活かし、ベン
チャーキャピタルをうまく巻き込んだ「ベン
チャー企業とのオープンイノベーションによ
る事業化実現」の支援を通じて、企業の新事
業創出に貢献していきたいと考えている。
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コンサルティング事業開発部プリンシパル
専門はベンチャー企業とのオープンイノベーショ
ン、ベンチャー政策実行支援

の溝を埋めるため、ベンチャーキャピタルに
議論に加わってもらうことが有効であると考
える。ベンチャーキャピタルは、投資家とし
て「ベンチャー企業のキャッシュスタンス」
を十分に理解しており、さらに前章で確認し
た通り「ハンズオン支援を通じて、ベンチャ
ー企業の成長を支援する能力に長けている」
ことから、共同事業化検討の際にベンチャー
サイドのビジネス成長という観点からの助
言・アドバイスが期待できる。

もう一つ、ある大手企業（小売）の事例を
紹介する。同社では経営層の承認を得て、ベ
ンチャー企業と協業を具体的に検討してい
た。同社はとにかく協業の実績を作ることに
注力しており、まずは小さなビジネスサイズ
ではあるが、早期の上市優先で議論を進め
た。ベンチャー企業側も当然その目線は同じ
であろうという前提で、上市時期に関しては
特に確認を取っていなかった。

ところが、そのベンチャー企業側は直近、
ベンチャーキャピタルより大型の資金調達に
成功しており、資金繰りには全く問題を抱え
ていなかった。それどころか、出資者である
ベンチャーキャピタルからは目先の売上より


